
NO 会計 款 項 目 施策 事務事業名 担当課
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施策
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①事務事業の概要
②課題（目的に対する現状など）

元年度決算
額［千円］
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３年度予算
額［千円］

1 一般 8 1 4
交通安全の推
進

交通安全対策に要する経
費

道路河川管理
課

①交通安全意識向上のため、警察等の関係機関と連携し、
交通安全運動を通じての啓発活動や小中学生、未就学児
童を対象とした交通安全教室を開催し、交通ルールの指導
を行う。

②交通事故発生件数のうち高齢者が占める割合が増加傾
向にあるため、高齢者への交通安全対策が課題である。

22,319 19,265
6精査・
検証

①鎌ケ谷市内の交通事故による人身事故件数は年間249
件と令和元年に比べ約21.5％増加し、死亡事故は、発生す
ることは、無かったが、交通事故による負傷者が２９１人と
なっているため。

②啓発活動の継続と強化。

8,950

2 一般 8 1 4
交通安全の推
進

自転車駐車場整備・維持
管理に要する経費

道路河川管理
課

①(公財)自転車駐車場整備センターで設置・運営している
新鎌ケ谷駅東口暫定自転車等駐車場用地購入及び新鎌ケ
谷駅西口暫定自転車等駐車場の用地借地に関すること。

②新鎌ケ谷駅周辺の自転車駐車施設のセンター運営は時
限契約であるため、市営に引き継いだ後の維持管理業務。

13,579 13,464
6精査・
検証

①新鎌ケ谷駅周辺では自転車等駐車場は十分に確保され
ているが、民間駐車場は今後の土地利用により減少する可
能性があり、駐車場確保のための取り組みが必要となるた
め。

②東武鎌ケ谷駅周辺の自転車等駐車場整備の検討。

15,997

3 一般 8 1 4
交通安全の推
進

放置自転車対策に要する
経費

道路河川管理
課

①市内６駅周辺で指定している放置禁止区域内における自
転車等の放置指導、撤去、移送及び保管、返還業務。

②放置禁止の啓発活動の拡充。

6,658 7,145
6精査・
検証

①放置自転車の撤去台数は減少傾向が続いているが、令
和2年度の撤去台数は127台となっており、依然として道路
など公共の場所での自転車の放置の実態があることから、
今後もより効果的な啓発を行う必要があるため。

②啓発パンフレットの有効な配布と活用。

7,689

4 一般 8 1 4
交通安全の推
進

交通災害共済事務に要す
る経費

道路河川管理
課

①県内４１市町村で共同して運営する交通事故による死傷
者に対する共済制度で、この制度への加入受付、見舞金の
支払を行うもの。

②令和2年度は、新型コロナウィルスの感染拡大を受けて、
受付等の規模を縮小したため、一般会員における加入率の
令和2年度（1,141人）は前年度（2,179人）に比較し47.6％減
少するなど依然として減少傾向が続いているため、加入者
増の対策。

440 466
6精査・
検証

①共済制度加入により、交通事故死傷者及び家族(遺族)へ
の経済的負担軽減が目的であり、継続的に加入する市民
が多いため。

②加入率向上のための方策。

481

5 一般 8 1 4
交通安全の推
進

歩道等整備事業
道路河川管理
課

○ ○

①歩道等総合整備計画に基づき、道路区画線及びカラー
舗装の整備を行うとともに、道路照明灯、ガードレール、道
路反射鏡、道路標識等の交通安全施設の整備を行う。

②歩道整備には予算と時間が必要なため、本事業による新
規対策箇所は増加すること及び対策済み箇所の維持管理
費用も増加することが予想される。

15,261 15,276
6精査・
検証

①道路の機能管理面から安全確保を図る責務があるため。

②歩道等総合整備計画に基づく対策のより効果的な推進。
15,279
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6 一般 8 1 4
交通安全の推
進

交通安全施設更新事業
道路河川管理
課

○ ○

①経年劣化により老朽化した各種安全施設(道路反射鏡等)
の更新工事を行う。

②市民要望やパトロールにより随時行う補修、更新と並行し
て、老朽化対策として事後保全型から予防保全型の維持管
理への対応。

2,598 2,596
6精査・
検証

①法定管理者の責務として機能維持に努めることが必要な
ため。

②日常点検を含む法定点検に対応した市の点検方法の検
討。

2,600


